
71 重要品種の育成・普及の基盤強化に向けた連携促進事業

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．育成系統の活用体制整備  35百万円（前年度 ー ）

新品種の育成の迅速化に向けて、研究機関が保有する育成系統の情報を収
集・整理し、適切な保護の下で共有・活用する体制を整備します。

２．重要品種の迅速な広域普及に向けた産地間連携の取組支援
 203百万円（前年度 ー ）

① 産地間連携による重要品種選定と栽培体系の検証、技術検討会等を実施します。
② 種苗の広域供給体制の構築に向けた需給調整や品質改善等の課題解決に向け
たモデル実証を実施します。

３．育種研究人材等の育成    85百万円（前年度 ー ）
① 公設試等の育種や重要品種の普及をリードする人材の育成に向けた新技術の習
得のためのOJT研修を実施します。

② 将来の人材確保に向けた育種分野のキャリアプログラム等を実施します。

４．重要品種の育成・普及に資する取組の横展開、情報の一元化と発信
 77百万円（前年度 ー ）

 新品種や育種関連研究等の動向把握、重要品種の育成・種苗生産に資する情
報の一元化等、プラットフォームの活動促進を行います。

＜事業の流れ＞
国

民間団体等

（国研）農業・食品産業
技術総合研究機構

定額

委託

（１、２①、３①の事業）

（２②、３②、４の事業）

令和９年度予算概算要求額 400百万円（前年度 ー ）

［お問い合わせ先］ 農林水産技術会議事務局研究企画課 （03-3502-7406）

重要品種の育成・普及連携推進プラットフォーム

研究機関が有する育成系統の共有・活用体制の整備

重要品種の栽培体系確立

育種研究人材等の育成

種苗広域供給モデル実証

・新品種や栽培技術動向等の最新情報の発信
・優良事例の分析、セミナー等の開催
・種苗生産に新たに取り組む産地とのマッチング支援

・農研機構や公設試が持つ育成系統
情報の整理、データベースの整備
・適切な利用契約のひな形作成 等

産地A

ゲノム解析等最新技術
のOJT研修

大学生等向けの育種ワークショップ、
キャリアセミナー等の実施

産地B 産地C
複数産地での栽培試験

産地間での評価を共有・技術検討

重要品種の導入

・需要把握・需給調整方法
・品質不良等の対応ﾙｰﾙの検討
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＜対策のポイント＞
気候変動等による農業生産への悪影響が顕在化する中、気候変動等対応品種法に基づく、重要品種の迅速な育成・種苗生産を推進するため、育種素
材の共有・活用、広域普及に向けた産地間連携による栽培実証等の取組、人材育成等を支援し、産官学の総力を結集して重要品種の育成・普及の基盤
強化に取り組みます。

＜事業目標＞
高温耐性や多収化などに資する重要品種を35品種育成［令和12年度まで］
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